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株主の皆様へ 
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　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

　当社の第４３期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）の営業の概況並びに決

算についてご報告申し上げます。 
 

　当期のわが国経済は、継続的な個人消費の低迷に加えて、前年度後半からの米

国を始めとする、アジア経済など海外景気の後退、国内の不良債権処理による金

融不安などにより、急激な生産・在庫調整が顕著になり、依然として厳しい状況

が続きました。 

　一方、当社をとりまく半導体製造装置業界においても、半導体市場を牽引して

きた携帯電話、パソコン、ゲーム機などの情報技術関連機器が供給過剰となり市

況は低迷し、大手半導体メーカーにおいては設備投資の大幅な抑制が行われてお

ります。この影響で当社も半導体製造装置関連の受注が激減しました。 

　このような状況のもと、当社は、主として受注製品を製造している厚木事業所

にて将来の需要変化に迅速に対応できるよう建物の増改築及び生産関連スペース

の再配置を行い、生産活動全般の効率化を目指しました。また急激な需要減に対

応して変動費の削減及び固定費の抑制等あらゆる費用の節減を行い業績の改善に

努めました。 

　しかしながらその結果は、売上高 ３,５０８百万円（前期比５０.１％減）、経常損失３３８

百万円（前期は７９６百万円の経常利益）、当期損失は３６４百万円（前期は３５６百万円

の当期利益）となりました。 

　配当金につきましては、先にご案内申し上げましたとおり、１株につき２円の

配当とさせていただきましたのでご了承のほどお願い申し上げます。 

　なお、平成１３年１２月１１日に、１株につき２円の中間配当を実施しておりますの

で、期合計の配当金は４円となります。 
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　今後の経営環境につきましては、輸出の下げ止まりなどゆるやかな景気回復の

兆しがみえてきたものの、民間の設備投資は抑制されたまま、雇用の不安、個人

消費の低迷など、先行きは、依然として不透明感を払拭できずに推移するものと

予測されます。 

　また、半導体市場においてはアジア、米国などでは、新規設備投資の増加に動

き始めておりますが、国内の半導体メーカーは、当面新規設備投資につきまして

は慎重な姿勢を継続するものと思われます。 

　当社といたしましては、引き続き関連の深い半導体製造装置関連業界の動向に

注目しながら市場のニーズに合致した製品の開発、製造及び販売を推進してゆく

所存でございます。 

　また、通信ネットワーク、画像処理機器等の事業分野におきましては、従来か

らの当社のコアテクノロジーを活用し、さらに引き続きこれらを今後の基盤事業

としての確立に向けて経営資源を投入いたします。 

　また、急激な半導体製造装置関連の需要増に備えながら、引き続き固定費の抑

制と、柔軟な生産体制による生産性の向上、変動費及びその他の経費の削減によ

り収益の改善を目指すとともに、成果主義の徹底により人材の活性化を強力に推

し進め、業務全般並びに組織の効率化を行い経営体質の強化に努めてまいります。 

　株主の皆様におかれましては、なにとぞ倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りたくお願

い申し上げます。 
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■　部門別概況 
「自社製品　組込みモジュール」 

　　当該品目のＶＭＥ規格によるモジュールについては、半導体製造装置業界、部

品実装機業界の急激な低迷により売上は大幅減となりました。Ｃｏｍｐａｃｔ ＰＣＩ規

格によるモジュールについても下期は影響を免れず、組込みモジュール全体と

しての売上高は大幅減となりました。 

　　その結果は、売上高７９７百万円（前期比４６.４％減）となりました。 
 
「自社製品　画像処理モジュール」 

　　当該品目は、当社の戦略事業の一つとして位置づけ、高性能・低価格を目指

して自社開発した画像処理ＬＳＩを採用したＰＣＩバス規格、Ｃｏｍｐａｃｔ ＰＣＩ規格の

画像処理モジュール群を、お客様のニーズに対応して積極的に開発を行い、拡

販に努めましたが、景気の影響を受け売上高は微減となりました。 

　　その結果は、売上高１８６百万円（前期比８.３％減）となりました。 
　　 
「自社製品　計測通信機器」 

　　当該品目のデバイスプログラマ（ＰＥＣＫＥＲシリーズ）は時代の趨勢から縮小

方向で進めております。ネットワーク監視装置のＮｅｔＤＯＣシリーズ「ＬＡＮ対応

機」は徐々に市場に浸透しはじめ、更に新開発の「ＷＡＮ対応機」を市場投入し

ましたが売上高は前期を下回りました。 

　　その結果は、売上高５４百万円（前期比１７.９％減）となりました。 

 

▼Compact PCIモジュール 



▼ネットワーク監視ツール Ｎｅｔ ＤＯＣ 
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「受注製品　半導体製造装置関連」 

　　当該品目は、半導体メーカーの急激な設備投資抑制により半導体・液晶製造

装置向けの受注製品が大幅な受注減となり、売上高は大幅に減少いたしました｡ 

　　その結果は、売上高１,７９７百万円（前期比５５.３％減）となりました。 
 

「受注製品　産業用制御機器」 

　　当該品目は、各種の産業用装置、分析機器等の特注制御装置の設計、製造を

行い特機製品として提供しておりますが、経済環境悪化による設備投資抑制に

より売上高は減少いたしました。 

　　その結果は、売上高１５３百万円（前期比１４.２％減）となりました。 
 
「受注製品　計測機器」 

　　当該品目は、特注の各種計測機器のコントローラ、通信機器の特注製品の設計、

製造を行い特機製品として提供しておりますが、経済環境悪化による設備投資

抑制により売上高は大幅に減少いたしました。 

　　その結果は、売上高２４９百万円（前期比６５.２％減）となりました。 
 
「その他の部門」 

　　当該品目は、自社製品の組込みモジュール、画像処理モジュール、計測通信

機器等の販売促進とシステム販売による高付加価値化を図るためのソフトウェ

ア及び付属の周辺機器販売を行っておりますが、主製品の出荷減の影響で売上

高は減少いたしました。 

　　その結果は、売上高２６９百万円（前期比２５.６％減）となりました。 
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■　設備投資の状況 
当社は生産活動全般の効率化を目的とした建物の増改築及び製品の信頼性向

上のための機械装置を中心に総額２３０百万円の設備投資を実施いたしました。 

主なものは厚木事業所の増改築２０６百万円、機械装置２０百万円であります。 

 

■　営業成績及び財産の状況の推移 

（注） １株当たり当期利益は期中平均発行済株式総数で算出しております。 

　　 なお、第４３期の１株当たり当期利益は、発行済株式総数より自己株式を控除した株式数を

用いて算出しております。 

区　分 

年　度 

売 上 高  

当期利益（△ 損失） 

１株当たり当期利益（△ 損失） 

総 資 産  

純 資 産  

（千円） 

（千円）

（円）

（千円）

（千円） 

３,５０８,２１７ 

△  ３６４,７２７ 

△  　４５.２４ 

　６,１７８,２２０

　５,５９３,９９５ 

３ , ６７４ , ５３９ 

△  ３００ , １９７ 

△  　３５ . ７６ 

６ , ０８９ , ５６９ 

５ , ５３５ , ２１３ 

第４０期 第４３期 

（　　　　　　  ） 
７ , ０３２ , ４５６ 

３５６ , ６７９ 

　４４ . ２３ 

７ , ９３２ , ２２８ 

６ , ０３７ , ４９９ 

第４２期 

（　　　　　　  ） 
４ , ６４９ , ６８８ 

６１ , ３９６ 

　７ . ６１ 

６ , ７７１ , ７５４ 

５ , ７３３ , １０６ 

（　　　　　　  ） 
第４１期 

（　　　　　　  ） （　　　　　　  ） 平成　年４月１日 
平成　年３月　日 

 
１１ ３１ 

平成　年４月１日 
平成　年３月　日 

 
１２ 
１１ １０ 

３１ 
平成　年４月１日 
平成　年３月　日 

 
１３ 
１２ 

３１ 
平成　年４月１日 
平成　年３月　日 

 
１４ 
１３ 

３１ 

売上高の推移（百万円） 経常利益の推移（百万円） 総資産の推移（百万円） 

６,３９２ 

３,６７４ 

４,６４９ 

７,０３２ 

３,５０８ ４９５ 

－２５０ 

２０１ 

７９６ 

７,３３５ 

６,０８９ 
６,７７１ 

７,９３２ 

－３３８ 

６,１７８ 

３９期 ４０期 ４１期 ４２期 ４３期 ３９期 ４０期 ４１期 ４２期 ４３期 ３９期 ４０期 ４１期 ４２期 ４３期 



（注） 記載金額は､千円未満を切捨てて表示しております。 
　　　１. 子会社に対する金銭債権債務 
　　　　　短期金銭債務 １９,６６７千円 
　　　２. 有形固定資産の減価償却累計額 ６７３,０８０千円 
　　　３. リース契約 
　　　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造､設計に関する設備の一部及び電子計算  

機等については、リース契約により使用しております｡ 
　　　４. 期末日満期手形 
　　　　　期末日満期手形の会計処理については、当期末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。期末日満期手形は下記のとおりであり
ます。 

　　　　　受取手形 ３４,８３０千円 
　　　　　支払手形 １１,６３５千円 
　　　５. 商法第２９０条第１項第６号に規定する配当制限額 
　　　　　資産の時価評価により増加した純資産額 ５４,０２２千円 
　　　６. １株当り当期損失 ４５.２４円 
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■　貸借対照表（平成１４年３月３１日現在） 
（単位：千円） 

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部 

科　　 　　　目 科　　 　　　目 金　　額 金　　額 

科　　 　　　目 金　　額 

流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金  
受 取 手 形 
売   掛   金 
有 価 証 券 
商 品・製 品 
原 材 料 ・ 貯 蔵 品  
仕 掛 品  
繰 延 税 金 資 産  
未 収 入 金  
その他の流動資産 
貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  
有 形 固 定 資 産  
建 物  
構 築 物  
機 械 装 置  
工 具 器 具 備 品  
土 地  
建 設 仮 勘 定  

無 形 固 定 資 産  
ソ フ ト ウ ェ ア  
電 話 加 入 権  

投 資 等  
投 資 有 価 証 券  
子 会 社 株 式  
出 資 金  
繰 延 税 金 資 産  
その他の投資等  
貸 倒 引 当 金  

２ , ８９３ , ３７６ 
５５４ , ５８４ 
２１３ , ２４６ 
４１２ , ６１９ 
１４０ , ０６８ 
２０８ , ８６０ 
５２３ , ５９７ 
３６４ , ０８１ 
１８ , ７６６ 
４５０ , ９４２ 
９ , ２６７ 

△  ２ , ６５９ 
３ , ２８４ , ８４４ 
２ , ２６５ , ４４９ 
８５４ , ４４３ 
１９ , ９１１ 
９４ , １４０ 
１７ , ３２５ 

１ , ２７４ , ３９８ 
５ , ２２９ 
３９ , １２４ 
３５ , ６３６ 
３ , ４８７ 

９８０ , ２７０ 
５４５ , ７３８ 
１７３ , ４６０ 
６３ , ７２６ 
１９０ , ０３６ 
８ , ７３７ 

△  １ , ４２８ 

３９９ , ７００ 
９０ , １３９ 
１５９ , １１０ 
３２ , ９７８ 
９ , ９３８ 
１３ , １１８ 
８１ , ７６０ 
１２ , ６５６ 
１８４ , ５２４ 
５ , ７８４ 

１１０ , ８７４ 
６７ , ８６４ 

流 動 負 債  
支 払 手 形  
買 掛 金  
未 払 金  
未 払 法 人 税 等  
未 払 消 費 税 等  
賞 与 引 当 金  
その他の流動負債 

固 定 負 債  
長 期 未 払 金  
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 

２ , ３５４ , ０９４ 
２ , ５３１ , ６１７ 
２  ,  ４４４ , ９４２ 
８６ , ６７４ 
６５７ , ０８９ 
６００ , ０００ 
５７ , ０８９ 

（３６４ , ７２７） 
５４ , ０２２ 
△ ２ , ８２８ 

 

資 本 金  
法 定 準 備 金  

資 本 準 備 金  
利 益 準 備 金  

剰 余 金  
別 途 積 立 金  
当 期 未 処 分 利 益  
（ う ち 当 期 損 失 ）  

評 価 差 額 金  
自 己 株 式  

資 産 合 計  

資 本 合 計  

負 債 合 計  

負債・資本合計  

資  本  の  部  
 

５８４ , ２２５ 

 

５ , ５９３ , ９９５ 

６ , １７８ , ２２０ ６ , １７８ , ２２０ 
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（注） １. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております｡ 
 ２. 子会社との取引高 
　　　　　売　上　高 ５ , ４９４千円 
　　　　　仕　入　高 ６３ , ３６９千円 
　　　　　外注加工費 ３０４ , １１５千円 
　　　　　外注設計費 ７ , ７１５千円 
 

■　損益計算書（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
（単位：千円） 

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額 

営 業 収 益  
売 上 高  

営 業 費 用  
売 上 原 価  
販売費及び一般管理費 

営 業 損 失  

営 業 外 収 益  
受取利息及び配当金  
有 価 証 券 売 却 益  
仕 入 割 引  
その他の営業外収益  

営 業 外 費 用  
債 権 売 却 損  
有 価 証 券 売 却 損  
有 価 証 券 評 価 損  

経 常 損 失  

特 別 利 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  

特 別 損 失  
過年度役員退職慰労引当金繰入額 
投資有価証券評価損  
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  
会 員 権 評 価 損  
固 定 資 産 除 却 損  

税 引 前 当 期 損 失  

法人税、住民税及び事業税 
過年度法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額  

当 期 損 失  
前 期 繰 越 利 益  
中 間 配 当 額  
当 期 未 処 分 利 益  

 
３ , ５０８ , ２１７ 

 
２ , ９０９ , ４４８ 
９７９ , ９２１ 

 

 
３６ , ５５８ 
１１ , ２１０ 
２ , ５６８ 
１０ , １１９ 

 
３８１ 
１ , ７３０ 
１５ , ７４４ 

 

 
８ , ５５３ 

 
５４ , ７２６ 
１８ , ４８９ 
１ , １０３ 
９ , ６２３ 
３０ , ４３７ 

 

４ , ５８０ 
１４ , ９４２ 

△ ９９ , １７３ 

３ , ５０８ , ２１７ 
 

３ , ８８９ , ３７０ 
 
 

３８１ , １５２ 

６０ , ４５７ 
 
 
 
 

１７ , ８５６ 
 
 
 

３３８ , ５５１ 

８ , ５５３ 
 

１１４ , ３８１ 
 
 
 
 
 

４４４ , ３７９ 

 
 

△ ７９ , ６５１ 

３６４ , ７２７ 
４３７ , ９３９ 
１６ , １２２ 
５７ , ０８９ 

営
業
損
益
の
部 

営
業
外
損
益
の
部 

特
別
損
益
の
部 

経

常

損

益

の

部
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（別 記） 
重要な会計方針 
　１．有価証券の評価基準及び評価方法 
　　 （１）子会社株式 
　　　　　 移動平均法による原価法 
　　 （２）その他有価証券 
　　　　① 時価のあるもの・・・・・・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法 
　　　　 （評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております。 
　　　　② 時価のないもの・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 
　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
　　　　① 商品・製品・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 
　　　　② 原材料・・・・・・・・・・・・・・月次総平均法による原価法 
　　　　③ 仕掛品・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法 
　　　　④ 貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 
　３．固定資産の減価償却の方法 
　　 （１）有形固定資産 
　　　　　 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物〔建物附属設備を除く〕

については定額法）を採用しております。 
　　　　　 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　　　　 　　　建　　　　　物 ７～３８年 
　　　　　 　　　機　械　装　置  ２～１０年 
　　 （２）無形固定資産 
　　　　　 定額法を採用しております。 
　　　　　 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　　　　 　　　自社利用のソフトウェア  ５年 
　４．引当金の計上基準 
　　 （１）貸倒引当金 
　　　　　 　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績

率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。 

　　 （２）賞与引当金 
　　　　　 　従業員（使用人兼務役員の使用人部分を含む）賞与の支給に充てるため、支給

見込額を基準として算定計上しております。 
　　 （３）退職給付引当金 
　　　　　 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、計上しております。 
　　 （４）役員退職慰労引当金 
　　　　　 　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 
　　　　　 　なお、当該引当金は、商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。 
　　　　　 　また、過年度相当額１０９,４５２千円は、前期より２年間にわたって均等繰入するこ

ととし、当期においては、５４,７２６千円を特別損失に計上しております。 
　５．リース取引の処理方法 
　　　　　 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 
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（注） 平成１３年１２月１１日に１６,１２２,５５６円（１株につき２円）の中間配当を実施いたしました。 

　６．消費税及び地方消費税の会計処理 
　　　　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

科　　　　 　　　　目 金　　　　 　　　　額 

当 期 未 処 分 利 益  
任  意  積  立  金  取  崩  額 
　  別　途　積　立　金　取　崩　額 

　 　 合 　 計 　 　  

これを次の通り処分いたします。 

株 主 配 当 金  

（１株当たり２円） 

次 期 繰 越 利 益  

５７ , ０８９ , ７１８ 
 

６００ , ０００ , ０００ 

６５７ , ０８９ , ７１８ 

 

１６ , １２２ , １５６ 

 

６４０ , ９６７ , ５６２ 

 
 

６００ , ０００ , ０００ 

 

 

１６ , １２２ , １５６ 

 

 

（単位：円） 

会社が発行する株式の総数 ２３,５００,０００株 

発行済株式の総数 ８,０６４,５４２株 

株主数 ２,０８６名 

大株主（上位１０名） 

 

■　株式の状況（平成１４年３月３１日現在） 
 

株 式 会 社 ニ コ ン  

ザ　チェース　マンハッタン 
バンク　エヌエイ　ロンドン 

株 式 会 社 横 浜 銀 行  

奥 　 村 　 龍 　 昭  

横 浜 キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社  

資産管理サービス信託銀行株式会社 

奥 　 村 　 秀 　 樹  

ボストンセーフデボズイット 
ビーエスディーティー トリーティ
ー クライアンツ オムニバ 

奥 　 村 　 直 　 樹  

奥 　 村 　 蓉 　 子  

１ , ２９３ , ４００ 

３７３ , ０００ 

２６４ , ０００ 

２３７ , ０００ 

２３４ , ０００ 

２３２ , ０００ 

１４２ , ０００ 

 
１４０ , ０００ 

 

１２３ , ０００ 

１２１ , ０００ 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

 
株 
 

株 

株 

 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

 
％ 
 

％ 

％ 

 

１６ . ０３ 

４ . ６２ 

３ . ２７ 

２ . ９３ 

２ . ９０ 

２ . ８７ 

１ . ７６ 

 
１ . ７３ 

 

１ . ５２ 

１ . ５０ 

持 　株 　数 株　　主　　名 持 株 比 率 

■　利益処分 

 



■　会社の概要（平成１４年６月２７日現在） 

 商 号  

 

設 立  

資 本 金  

社 員 数  

事業内容 

 

 

 

 

事 業 所  

 

 

役 　 員  

株式会社　アバールデータ 

英文　ＡＶＡＬ　ＤＡＴＡ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

昭和３４年８月２２日 

２３億５４百万円 

１８４名 

一般通信機器の製造販売 

工業用計測器並びに工業用制御装置の製造販売 

物理、化学、医学用等の電子装置の製造販売 

その他の各種応用装置の製造販売 

前各号に附帯する一切の事業 

本　　　社　 東京都町田市旭町一丁目２５番１０号 

町田事業所　 東京都町田市旭町一丁目２５番１０号 

厚木事業所　 神奈川県厚木市金田１０４１番地 

代表取締役社長 糸　井　信　夫 

代表取締役専務 嶋　村　　　清 

取　　締　　役 本　所　貞　男 

取　　締　　役 五十嵐　一　範 

取　　締　　役 常　盤　光　男 

常 勤 監 査 役 石　渡　孝　二 

監　　査　　役 長　崎　　　隆 

監　　査　　役 小　滝　正　則 

監　　査　　役 金　子　健　紀 
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決 算 期  

定 時 株 主 総 会  

利益配当金株主確定日 

中間配当金株主確定日 

名 義 書 換 代 理 人  

 

同 事 務 取 扱 所  

（郵便物送付先） 

 

（ 電 話 照 会 先 ）  

同 取 次 所  

 

名義書換停止期間  

 

 

公 告 掲 載 新 聞  

毎年３月３１日 

毎年６月 

毎年３月３１日 

毎年９月３０日 

東京都港区芝三丁目３３番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

〒１６８─００６３ 

東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部 

電話　０３─３３２３─７１１１（大代表） 

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店 

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店 

利益配当金は、毎年4月１日から4月３０日まで、

中間配当金は毎年１０月1日から１０月３１日までの

間及びその必要があるとき、予め公告した期間 

日本経済新聞 

１. 

２. 

３. 

 

４. 

 

５. 

 

 

６.

株主メモ 

（お知らせ） 

当社は、貸借対照表及び損益計算書を決算公告に代えて、ホームペー

ジに掲載することにいたしましたのでお知らせいたします。 

　当社のホームページアドレスは次のとおりです。 

http : //www.avaldata.co.jp/aval/ir/investor.html




